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Abstract 
 
The purpose of this study was to clarify the correspondence to consultation with exigency of medical protocol 
for telephone consultation in Sapporo. The study period was two years from October 1, 2013 to September 
30, 2015. The difference was great by a protocol for the percentage to 119 transmission in over the telephone 
consultation (5,808 cases) and the actual condition for which degree of urgency used a protocol of the A 
category which is the high symptom. Results showed the same tendency as an establishment early stage. 
Further, it was used properly as the clinical condition. Results showed it had a high possibility that contribute 
to accomplishing objective. 
 
 
1.はじめに 
札幌市は平成 25 年 10 月より救急医療相談に電
話対応する事業「救急安心センターさっぽろ」を開
設した。本事業は、札幌市、石狩市、新篠津村をサ
ービスエリアとして、看護師が 24 時間 365 日電話
相談に対応し、医療機関の案内や救急医療相談を
行うものである。本邦では、東京都や大阪府が電話
相談事業の先駆的な地域である。札幌市の本事業
がこれらの電話救急相談システムと大きく異なる
点は、救急相談スタッフの中に医師が含まれてい
ないことである。そのため、看護師の資格を有する
医療相談員が電話相談者の傷病の緊急度判定につ
いて、札幌市が作成した医学的に質を担保したプ
ロトコールを用いて救急搬送などの判断をして電
話対応している。このような背景において、我々は
札幌地域の特徴的な傾向から救急医療相談に関す
る実態を調査した（１）。その結果、救急医療相談と
して看護師が電話対応したもののうち、プロトコ
ールを使用していた割合は 99.3%であり、東京都の
電話救急相談システムの約 75%と比較して高い使
用割合であった（１,２）。さらに、札幌市の本事業に
おける電話相談では、プロトコールを利用して看
護師が緊急度を判定している実態が明らかとなっ
た。しかし、本プロトコールにおける緊急度の高い
電話相談について、看護師がどのように対応して
いるのかという実態は明らかとなっていない。 
そこで、本研究の目的は、2年間の事業の実施状
況から、緊急度が高いと判定される電話相談にお
いて、プロトコールの運用状況を調査し、実際に看
護師がどのように電話対応しているかを明らかに
し、本事業の効果と課題を明確にすることである。 
 
2.本事業のプロトコール 
本事業「救急安心センターさっぽろ」で使用して
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いるプロトコールは、救急電話相談の際に病院を
早期に受診する必要性を判断するために使用する
緊急度の判定手順であり、東京や大阪で利用され
ているプロトコールを基本として、医師と看護師
で構成されている札幌プロトコール専門委員会の
議論を経て決定されたものである（３）。本プロトコ
ールでは、緊急度の程度に応じて「赤・橙・黄・緑」
という4段階の緊急度カテゴリーを有している（表
1）。ここでの緊急度とは、電話相談者の傷病の程
度を判断する基準であり、呼吸や循環など生理学
的な指標で身体の異常があると緊急度は高くなる。 
プロトコールの種類は成人用で 80 種類、小児用
が 18 種類と多くの症状に対応できるように作成
されている。さらに、緊急度が高い症状のプロトコ
ールは「Aカテゴリー」、比較的緊急度が低い症状
は「non-A カテゴリー」と分類されている。本研究
では、緊急度が高いと判定される電話相談におい
て、実際にプロトコールを利用してどのような対
応がなされているかを明らかにすることが目的で
あるため、成人用の A カテゴリーに分類されてい
る「呼吸困難」「喘鳴」「喘息」「動悸」「意識障害」
「痙攣」「頭痛」「胸痛」「背部痛」「構音・構語障害」
「腰痛」の 11 プロトコールに着目した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.方法 
1） 対象 
救急安心センターさっぽろで受け付けた電話救
急医療相談で記録されたデータを対象とし、本研
究では対象者を特定することが困難であるため、1
件の相談を1観測値として独立したデータとした。
対象期間内の電話相談総数68,900件から医療機関
案内 16,168 件、間違いやいたずら 11,731 件、札
幌市以外からの入電およびプロトコールで救急判
定の記入がなかった電話相談 1,402 件に未成年の
電話相談14,931件を除外したものをプロトコール
に基づく相談件数（24,608 件）とした。さらに、
その中から、最終的に A カテゴリーのプロトコー
ルで確定した電話相談件数（5,240 件）を分析対象
とした。 
2） データ収集期間 
2013 年 10 月 1 日から 2015 年 9 月 30 日の 2 年
間 
3） 分析方法 
プロトコールは電話相談者が訴える症状に応じ
て選択する（図 1）。しかし、相談の途中であって
も、より緊急度の高い別の症状の訴えが認められ
た場合は、プロトコール内の指示に従って該当す
るプロトコールに遷移する。このように複数の症
状の訴えがある場合、訴えられた症状に応じて最
初に選択されたプロトコールは、さまざまな症状
の中から最終的な緊急度が判定（赤～緑）される。
そのため、今回は分析対象の電話相談件数を単純
集計し、プロトコールを用いた判定結果から電話
相談者に対する最終的な対応結果について、件数
の推移やその割合などから実態を推定した。また、
開設初期と現在の比較をするため、2013 年 10 月
から 2014 年 9 月までの一年目、2014 年 10 月から
2015 年 9 月までの二年目に分類し、比較検討した。
二群間の比較は、χ二乗検定およびフィッシャー
の直接確立検定を実施した。統計ソフトは SAS 社
製 JMP Ver 11.0.2 を使用し、有意水準は 5%未満
とした。 
 
4.倫理的配慮 
本研究を実施するにあたり、札幌市保健所と研
究機関が研究倫理に関する協定書を交わした。ま
た、個人が特定される情報は取り扱わず、研究者が
所属する機関の倫理委員会の承認を受けて実施し
た（承認番号 第 109 号）。 
赤
救急車の出動を必要とする状態である。医療相談員
は、相談者の意志を確認の上、相談対象者の現在地
を所管する消防本部に通話を転送するなどの対応を
取る必要がある。この際、救急車が相談者に到達で
きるよう、確実に情報の伝達を行う必要がある。
橙
救急車をよぶほどの緊急性はないが、早期の受診が
必要な状態である。医療相談員は、その旨を相談対
象者に伝え、早期の受診を強く促す必要がある。な
お、時間帯によっては、受診可能な医療機関や診療
科が存在しないことがあることから、そのような場
合には、119番対応とするなど、適切な方法を選択
する必要がある。
黄
概ね6時間以内に受診が必要な状態である。この場
合も「橙」カテゴリーと同様、時間帯によっては、
樹脂可能な医療機関が存在しない場合があるが、こ
の場合の「6時間」は目安であり、医療相談員の判
断で、翌朝の受診等を案内するなど柔軟に対応して
良い。
緑
当日ないし翌日（翌日が休日の場合は、翌々日）の
受診が必要な状態であり、緊急性は相対的に低いこ
とから、当日（日中の場合）又は翌日に受診可能な
医療機関を案内する。
表1　プロトコールで判定する緊急度
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5.結果 
1） A カテゴリーのプロトコールの利用状況 
2 年間の電話相談（n=24,608）で Aカテゴリーの
プロトコールを利用した総件数は5,240件（21.3%）、
一年目は 2,448 件（21.9%）、二年目は 2,792 件
（20.8%）であった。一年目と二年目の症状別割合
で統計学的に有意な差が認められたものはなかっ
た。11 のプロトコールの内訳は表 2に示した。 
A カテゴリーのうち、年間を通して使用されたプ
ロトコール別に順位を見ると、一年目、二年目とも
に頭痛が第 1 位であり、次いで呼吸困難、胸痛の
順であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
電話相談の途中であっても、最初に訴えている
症状とは別の症状を訴えた場合は、プロトコール
内の指示に従って他のプロトコールに変遷し、緊
急度を判定する。そのため、最初に選択したプロト
コールと最終的に確定したプロトコールの遷移状
況を詳細に検討した（表 2）。最初に選択したプロ
トコールのまま確定したプロトコールの割合は、
一年目、二年目ともに動悸が第 1 位であり、次い
で腰痛、頭痛であった（図 2）。一方、電話相談の
途中で A カテゴリーのプロトコールに遷移した割
合は、一年目は喘息が第 1位であり、次いで痙攣、
喘鳴であった。二年目は喘息が第 1 位であり、次
いで喘鳴、背部痛であった（図 3）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一年目 二年目 一年目 二年目 一年目 二年目 一年目 二年目 一年目 二年目 一年目 二年目 一年目 二年目 一年目 二年目 一年目 二年目 一年目 二年目 一年目 二年目
A
最初に本プロトコールを
選択した件数 462 487 15 18 28 35 250 264 211 271 36 41 555 611 402 474 194 203 37 49 333 394
B 選択後、本プロトコールで
確定した件数 326 337 14 14 25 28 235 245 173 237 31 34 508 560 362 429 162 168 29 42 312 362
C 他から本プロトコールに
変更となり確定した件数 23 32 3 7 8 17 31 42 28 19 8 5 42 57 67 81 30 36 2 8 29 32
D
最終的に本プロトコールで
確定した件数 349 369 17 21 33 45 266 287 201 256 39 39 550 617 429 510 192 204 31 50 341 394
最初に選択したプロトコールで
確定した割合（B/A），% 70.6 69.2 93.3 77.8 89.3 80.0 94.0 92.8 82.0 87.5 86.1 82.9 91.5 91.7 90.0 90.5 83.5 82.8 78.4 85.7 93.7 91.9
他から本プロトコールで確定し
た割合（C/D），% 6.6 8.7 17.6 33.3 24.2 37.8 11.7 14.6 13.9 7.4 20.5 12.8 7.6 9.2 15.6 15.9 15.6 17.6 6.5 16.0 8.5 8.1
　　プロトコール結果，%
　　　　赤 82.2 77.5 17.6 28.6 39.4 62.2 73.7 74.2 77.6 88.3 94.4 84.6 62.4 54.5 74.8 80.0 45.6 49.0 83.9 84.0 69.7 70.1
　　　　橙 9.5 14.6 52.9 52.4 36.4 24.4 13.2 19.2 9.5 4.7 0.0 2.6 16.7 21.1 0.0 0.2 11.5 18.1 0.0 0.0 12.4 12.2
　　　　黄 0.6 0.3 5.9 4.8 3.0 2.2 1.5 0.0 4.5 1.6 0.0 0.0 17.1 20.3 17.8 12.5 19.9 18.1 3.2 2.0 13.8 12.7
　　　　緑 4.3 4.1 5.9 9.5 18.2 4.4 7.5 4.9 4.0 3.5 5.6 5.1 0.7 0.2 4.9 4.1 16.2 8.8 6.5 8.0 2.6 4.1
　　　　その他 3.4 3.5 17.7 4.7 3.0 6.8 4.1 1.7 4.4 1.9 0.0 7.7 3.1 3.9 2.5 3.2 6.8 6.0 6.4 6.0 1.5 0.9
プロトコールで赤判定後に119
転送となった割合，% 64.3 53.5 66.7 33.3 53.8 32.1 43.9 37.6 61.5 55.8 47.1 45.5 41.2 36.0 45.6 45.6 44.8 47.0 57.7 35.7 60.3 49.6
胸痛頭痛痙攣
表2　Aカテゴリーのプロトコールの利用状況
呼吸困難
Aカテゴリーのプロトコール
喘鳴 喘息 動悸 意識障害 腰痛構音・構語障害背部痛
（一年目n=2,448 ， 二年目 n=2,792）
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また、Aカテゴリーのプロトコールで赤判定とな
った電話相談、赤以外の判定となった電話相談に
おいて、電話相談者の種別に差があるかどうかを
検討した。赤判定である電話相談は、全体的に家族
などの本人以外からの入電であることが有意に多
いという結果であった（表 3）。 
2） プロトコールによる電話相談者への対応 
A カテゴリーに分類された電話相談について、電
話相談者の傷病の緊急度を判定した実態の検討を
行った。緊急度が最も高い「赤（119 転送）」と判
定された割合でみると、一年目は痙攣が第 1 位で
あり、次いで構音・構語障害、呼吸困難であった。
二年目は、意識障害が第 1位であり、次いで痙攣、
構音・構語障害であった。赤と判定した割合が 50%  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
未満のプロトコールは、一年目は背部痛、喘息、喘
鳴であり、二年目は背部痛、喘鳴であった（図 4）。 
また、Aカテゴリーのプロトコールで赤の判定が
なされた後、実際に電話相談者にどのような対応
を行っているかを検討した。プロトコールで最終
赤判定結果となり 119 転送に至った割合は、一年
目は喘鳴が第 1 位であり、次いで呼吸困難、意識
障害であった。二年目は意識障害が第1位であり、
次いで呼吸困難、腰痛であった（図 5）。これらの
割合は全体的に 4～6割程度であり、それ以外の電
話相談は、「プロトコールでは赤判定でも、判定と
は別対応」となり、電話相談者が 119 への転送を
拒否したものであった。 
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6.考察 
本稿では、札幌市の救急電話相談のシステムに
おいて、電話相談者が緊急度を判定しているプロ
トコールの運用状況および判定後の対応に関して
検討を行った。 
1） 緊急度の高いプロトコールの運用状況 
本事業における救急医療相談に関する電話相談
件数において、緊急度の高い A カテゴリーのプロ
トコールを使用して電話対応していた割合は、一
年目と二年目では同程度であり、変化がないこと
からプロトコールに沿って適切な対応ができてい
ると考える。 
救急電話相談では、電話相談者が訴える症状に
応じて電話相談対応者である看護師が該当するプ
ロトコールを選択する。最初に選択したプロトコ
ールのまま確定している割合が高い「動悸、腰痛、
頭痛」は症状の出現部位が明確であること、看護師
が適切に主訴を聴取できている可能性が高いプロ
トコールと考えられる。一方、最初に選択したプロ
トコールのまま確定している割合が最も低かった
ものは呼吸困難であった。さらに、電話相談中によ
り緊急度の高いプロトコールに遷移した割合でも、
呼吸困難は低い結果であった。これは、本事業のプ
ロトコールは、最初に選択したものに関わらず、症
状に応じて最終的に判定される緊急度は同一とな
る。すなわち、最終的に呼吸困難という症状から想
定される疾患である可能性が低いという現状が明
らかとなった。呼吸困難は、呼吸に伴う不快感のあ
る状態や呼吸に努力を要する状態であり、その原 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
赤判定 赤判定以外
呼吸困難，%
　　一年目 51.7 69.8 0.004
　　二年目 52.8 69.9 0.009
喘鳴，%
　　一年目 33.3 57.1 0.453
　　二年目 33.3 60.0 0.266
喘息，%
　　一年目 46.2 65.0 0.284
　　二年目 71.4 47.1 0.124
動悸，%
　　一年目 71.9 75.7 0.542
　　二年目 71.8 82.4 0.047
意識障害，%
　　一年目 11.5 24.4 0.049
　　二年目 11.5 36.7 <0.001
痙攣，%
　　一年目 32.4 60.0 0.038
　　二年目 36.4 50.0 0.532
頭痛，%
　　一年目 57.4 73.8 <0.001
　　二年目 55.7 71.5 <0.001
胸痛，%
　　一年目 63.4 73.4 0.098
　　二年目 64.7 72.5 0.129
背部痛，%
　　一年目 63.2 76.2 0.055
　　二年目 58.0 74.0 0.018
構音・構語障害，%
　　一年目 11.5 40.0 0.314
　　二年目 26.2 25.0 0.944
腰痛，%
　　一年目 33.8 59.6 <0.001
　　二年目 38.4 76.3 <0.001
本人からの入電割合
表3　緊急度別の本人からの入電割合
p値
n=2,448 （一年目）
n=2,792 （二年目）
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因疾患は多岐にわたる（４）。このように、複数の病
態から出現する非特異的な症状であることに加え、
他の症状から交感神経活性となり、頻呼吸や呼吸
の不安感に類似した症状を自覚して電話相談して
いる可能性が考えられた。さらに、同じく呼吸器系
の症状である喘鳴、喘息においても、緊急度の高い
プロトコールに遷移した割合が大きいことから、
呼吸器系の症状を訴える場合には、問診がより重
要と考えられる。また、Aカテゴリーのプロトコー
ルで緊急度が高い「赤」判定とそれ以外の判定結果
の間において、誰が電話してきたかという電話相
談者種別を比較すると、全体的に「赤」判定の方は
家族などの本人以外からの相談が多かった。すな
わち、電話相談では、実際の傷病者以外から訴えを
聴取し、緊急度を判定する必要があり、どのような
訴えがあるのかを適切に把握するような問診の重
要性が示唆された。 
プロトコールの内容を選定することで呼吸器系
の症状を特異的に判定することは可能である。し
かし、電話相談では実際に電話相談者の身体を観
察することはできない。実際に傷病者を観察して
対応している救急隊においても、約 3 割近くに実
際の病状より低くトリアージされ（アンダートリ
アージ）、医療機関に搬送されている現状がある（５）。
すなわち、特異的な症状ばかりのプロトコールで
は、電話相談でのアンダートリアージが急増して
しまう可能性が高く、現在のプロトコール内容を
変更する必要性を示唆する結果ではないと考える。 
また、喘鳴、喘息、痙攣、構音・構語障害の 4プ
ロトコールは、Aカテゴリーの中で他と比較して、 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
使用されている件数が少なかった。喘鳴や喘息の
症状で想定される疾患は気管支喘息や心不全が多
い。これらは、代表的な慢性疾患であり、新規にこ
の症状が出現するというより慢性的に症状を有し
ている可能性が高く、すでに通院している病院を
受診している可能性が考えられる。痙攣や構音・構
語障害に関しては、脳血管疾患を代表する症状と
して広く普及しているため、本事業の電話相談で
はなく直接に 119 番通報している可能性が考えら
れた。 
以上の結果から、現在使用している緊急度が高
い A カテゴリーのプロトコールの運用において、
病態学的にも妥当と考えられる判定をしており、
大きく問題となるような傾向は認められず、看護
師のみで運営するプロトコールとして安全に稼働
できていると考える。 
2） 電話相談による緊急度の判定後の対応 
本研究において、緊急度が高いと想定されてい
る症状のプロトコールを利用した電話相談のうち、
実際に赤（119 転送）と緊急度が高く判定された割
合は、2～8割とプロトコールの種類によって差が
大きかった。最も低い割合であった喘鳴、喘息に関
しては、先述したように慢性疾患であり、緊急を要
する重症な傷病者は通院している病院や 119 番を
利用している可能性が影響していると考えられた。
また、頭痛や背部痛は約 5 割程度であり、これら
は偏頭痛や打撲など、緊急を要さない状況におい
ても出現する可能性が高い症状が影響している可
能性がある。このような状況であるが、これらの症
状は脳血管疾患や大動脈解離など非常に緊急を要
120
－7－ 
する病態を示唆する症状でもあり（６）、アンダート
リアージを防ぐためにも A カテゴリーとして継続
的に使用していくことは必要であると考える。 
このように、プロトコールを使用して緊急度の
判定を実施した後、実際にどのような対応がなさ
れているかを調査した結果、実際に 119 転送とな
った電話相談は約 4～6割程度であった。緊急度を
判定するプロトコールによって、「赤（119 転送が
必要）」という判定がされたことは、傷病の程度が
緊急もしくは重症である可能性が高いため、早急
な受診が必要といえる。しかし、本事業の目的は医
療機関の案内や救急医療相談を行い、救急医療資
源利用を適正化することであり、病院の受診を強
制させるものではない。電話相談者に緊急度が高
い可能性を伝え、アンダートリアージを許容しな
がらも、早急に医療機関を受診する必要性を理解
してもらうことで目的は達成しているともいえる。
一方、緊急度が高くない場合、夜間休日などを除
き、平時の医療機関を受診という医療資源の利用
につながっている可能性が考えられる。すなわち、
プロトコールを用いた緊急度の判定後の対応は、
本事業の目的達成に寄与していると考えられた。 
 
7.結論 
本事業における電話相談者が傷病の緊急度を判
定しているプロトコールの運用状況および判定後
の対応に関する実態は、開設初期と現在では類似
した傾向を示しており、病態学的に妥当と考えら
れる判定結果や判定後の対応から本事業の目的達
成に寄与している可能性が高いことが明らかとな
った。しかし、本研究結果によって、本事業のプロ
トコールが適切に運用されていたと評価するには
十分ではなく、今後は実際に救急車で搬送された
症例との照らし合わせなど、データを集積してい
き、本事業の効果および課題を明確にしていくこ
とが必要である。 
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